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ベーカリーカフェ　ナヴィーリオで

「それでは，来週からお願いしますね」

　店長さんにそう言われて，身が引き締まる気分がした。大げさな言

い方だけど，人生の新たなステージに入る気分？　初めてのバイトと

いうだけだけど，これまで経験した入学式やサークルへの入部のとき

とかとも少し違う気分がする。

「労働契約書を確認しましょう。契約期間は 6 か月，働く場所はこ

こで，ホールスタッフとして働いてもらいます。勤務時間は原則，

16 時から 21 時。毎月みなさんの希望を聞いたうえで，シフト表を

作成して交付しますね」

　店長さんは慣れた感じで，でも，やわらかい雰囲気で 1 つずつ確

認してくれる。店長さんには申し訳ないけど，大学に入学するとき，

悪質商法対策の説明会で「慣れた感じで，やわらかい雰囲気で説明さ

れてもすぐに信用してはダメだ」と言われていたことを思い出した。

このお店はこれまでもたまに来ていて感じがいいしブラックとかじゃ

ないだろう，とは思ったが，自分なりにしっかり確認した。……本当

は，よくわからないところもあったけど。

　契約書をもらった後，店長さんと一緒にお店に出た。見慣れた場所

なのに，今までと違う空間が広がっていた。これまでは，お客さん目

線というか消費者目線で，おいしいとかきれいとか，対応がいいとか

感じていたけれど，今は，働いているスタッフさんの忙しさや仕事の

やりくりとかに目がいく。従業員目線なのかもしれない。

　店長さんが，仕事の邪魔にならないようにスタッフさんたちを紹介

してくれた。外国人っぽい女性がにこっとウインクをしてくれる。外

のテラスに出ると，フードデリバリーライダーがフードをピックアッ

プして自転車に乗るところだった。店長さんが「今日もかけもちです

か」と声をかけると，ライダーのお兄さんはサドルにまたがりながら，
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「そうなんです。彼，新人さんですか。これからよろしく」と言って，

ペダルに体重を乗せ，颯爽と駆けていった。

　帰りの電車に乗った。仕事帰りの人で結構混んでいる。ふと気にな

って，ビジネス新聞のアプリをクリックする。サークルの先輩から

「就活で登場してくる 40 代，50 代の会社員って，新聞ネタが好きだ

からな」とすすめられてインストールしたこのアプリ。これまで開い

たこともなかったのに，不思議なもんだと自分でも思う。今日の新聞

記事だけでも，「フリーランス」「ジョブ型」「最低賃金」「派遣」「雇

用保険」なんていう言葉が目に入った。スマホから車内に目を移すと，

乗客 1人ひとりの顔がなんだかリアルに見えた。

ii　　プロローグ
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下記のウェブページに一覧を掲載しています。
また，判例索引，本文中 マークを付してある資料のリンク集， 
図表一覧もあわせて掲載していますので，活用してください。
 https://www.yuhikaku.co.jp/books/detail/9784641243798
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自宅で

「ただいま」

　ドアを開けると，中からぷーんとすき焼きのいい匂いがただよって

きた。

「今日，すき焼き？　めずらしいね」

「ふるさと納税の返礼品みたいよ」

　姉の萌衣の声が返ってくる。すき焼きに目がない姉は，今夜はすき

焼きと聞いて蓮を連れてやってきたようだ。

「いただきまーす」

　乾杯するとすぐ，食いしん坊の姉は，卵を割り，箸を取り，すき焼

きにありつく態勢をととのえて聞いてきた。

「で，今日はどうだった？　バイトのほうは」

「採用された。来週から働きにいくよ。それでさ，働くってなると，

なんか心持ちも変わるよね。これまではお客さん，って感じだったけ

ど，これからは，労働者になるっていうか」

「おう。翔真，これまでは消費税しか払ってなかっただろ。これから

は所得税とか引かれるし，社会保険料も引かれるしな。国や社会のた

めに働いているって感じもしてくるぞ」

　父は久しぶりに姉と蓮の顔が見られてうれしいのか，ビールの進み

もいつもよりハイピッチだ。そんな父を前に，母もすき焼きと会話に

参戦してきた。

「いやね，お父さん。学校もあるんだし，まだそこまで働かないわよ。

私みたいに就業調整するってレベルまで働くこともないでしょ」

「ちょっと待って。お父さん，働くことと，税金とか社会保険料とか

って関係してるの？」

「そらそうよ。国民年金の保険料は，もう払っているけどな。お父さ

んがな。ははは。感謝しろよ」

　今日お店でも感じたことだけど，働く世界って，これまで生きてい

た世界とは結構違う気がする。いろんな社会のしくみともつながって
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いるようだ。

　そんなことを考えていると，

「こんな感じよ。働く人間の現実は」

　姉がスマホの画面を見せてきた。

「え，何，それ」

　母が蓮のコップにお茶を注ぎながら尋ねた。

「給与明細書よ。こんなふうに，いろいろ引かれて，名目のお給料と

手取りのお給料はこんなに違うもんなのよ」

「給与明細がスマホで見られるのね。紙でしかもらったことないわ。

お母さんのは……あ，あった。はい，これ」

　いまいち，みんなの話していることについていけていない。ここに

も働く人の世界があるんだと思った。

　私たちは，小学校から中学校，高校，大学くらいまで，「法」や
「契約」など，社会のしくみをそれほど意識せずに生活してきまし
た。電車に乗る，塾に行く，塾の帰りにコンビニでアイスを買う，
そのときに消費税分も支払う……。こうした生活は，私たちが生活
する社会に法のネットワークが張られ，それが機能しているからこ
そ，問題を感じずに，送ることができるのです。

 　 　　3



　みなさんが働くようになると，社会に張られた法のネットワーク
をより意識することが増えると思います。
　たとえば，先ほどお母さんが見せてくれた給与明細書を見てみま
しょう。
▼ 図表 1：給与明細書の例

勤怠 所定内時間数 所定外時間数 訪問回数 身体回数
45 45 40

支給 時間給 時間外手当
54000 0

訪問回数手当 身体回数手当 処遇改善手当 資格手当 支給合計
8100 12000 6870 1960 82930

控除 健康保険料 厚生年金保険料 雇用保険料 介護保険料
0 0 0 0

所得税 住民税 法定控除合計
0 0 0

振込額
82930

　「所定内時間数」，「所定外時間数」，「時間給」，「時間外手当」な
どの欄があります。これはどういう意味でしょうか。また下の欄も
見てみると，「健康保険料」，「厚生年金保険料」，「雇用保険料」，
「介護保険料」の欄や，「所得税」，「住民税」の欄が置かれています
が，その中は「0」になっています。これはどうしてでしょうか。
　ここにも法のネットワークやルールが関係しているのですが，働
く場面では，こうした法のネットワークやルールを知っておくこと
が，自分の労働条件，働く環境や健康を守ることになります。
　図を何枚か見てもらいましょう。

▼  巻末 図表 A：労働法

　図表 Aは，労働関係と，それに関係する法律などを示したもの
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です。
　労働者と会社などの使用者が労働契約を締結して，労働者は働き
使用者は賃金を支払うことになります。そうした関係（労働関係。
雇用関係ともいいます）に，労働契約法，労働基準法，男女雇用機
会均等法（→94 頁），最低賃金法（→147 頁），民法などの法律が関
わってきます。法律ではありませんが，就業規則（→64 頁）も労働
契約に関わります。このほか，労働者の働く環境に関する法律とし
て労働安全衛生法（→194 頁）があり，労働者が災害にあった場合
には労災保険法（→201 頁）が関係してきます。以上の労働者と使
用者との関係を中心とした労働関係（とそのルール）を個別的労働
関係（法）といいます。
　労働契約の契約当事者である労働者と使用者のほかに，労働組合
が関係してくることもあります。そこでは労働組合法（→265 頁）
などが規制を行っています。労働組合と使用者との間で締結される
労働協約も労働条件に大きな影響を与えます。この労働組合を中心
とした関係（とそのルール）を集団的労使関係（法）といいます。
　さらにカメラをズームアウトしていくと，図表 Bのような感じ
になります。

▼  巻末 図表 B：労働市場

　そうすると，労働力のマッチングが行われる労働市場が見えてき
ます。この労働市場についても法の規制が及びます。最近では，労
働市場（会社の外に広がる労働市場という意味で，「外部労働市場」と
もいいます 1））でのやりとりが活発になってきて，労働市場を対象
とするルール（労働市場法）の重要性もさらに高まってきています。
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1）　「外部労働市場」に対して，配置転換など，会社の中で労働者が動く「場」の
ことを「内部労働市場」といいます。



　憲法は，労働に直接関係する規定として，27 条と 28 条を置いて

います。27 条 1 項は勤労の権利と義務，2 項は勤労条件の法定，3

項は児童酷使の禁止，28 条は団結権・団体交渉権・団体行動権を定

めています。27 条 1 項は労働市場法，2項は個別的労働関係法，28

条は集団的労使関係法と密接につながっています。

　このほか，労働法に関わる憲法の規定として，13 条（個人の尊重。

労働者のプライバシー〔→124 頁〕など），14 条（法の下の平等。男女

平等〔→92 頁〕など），22 条（職業選択の自由・営業の自由。採用の

自由〔→76頁〕など）なども関わってきます。

　（個別的）労働関係・（集団的）労使関係・労働市場についてはこ
んな感じですが，その他のしくみで，実は，働くことに結びつけら
れているものもあります。図表Ａをパン（視点をずらす）したのが，
図表Ｃです。

▼  巻末 図表C：労働関係と社会保険・税金

　社会保険，税金，というラベルが見えてきました。これらも労働
関係に密接に関わってきます。図表 Cは，社会保険の適用と社会
保険料・税金を取り上げたものです。社会保険の適用や税金の取扱
いは，労働関係と関わってきますし，社会保険料や税金の支払は，
労働関係の「賃金を支払う」側面と関係しています（→141 頁）。
　これだけを見ると，「賃金からお金がとられっぱなしじゃないか」
と思われるかもしれませんが，そんなことはありません。図表 D
を見てください。

▼  巻末 図表D：働く人をサポートする労働保険と社会保険

　働く人々の人生においては，さまざまなアクシデントに見舞われ
る可能性があります。もし何らかのアクシデントに見舞われても，

憲法と労働法スポット
ライト
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労働保険や社会保険が，給付を行うなどのかたちで，働く人々の人
生をカバーし，サポートしてくれています。
　労働者に関わる労働保険・社会保険には以下のものがあります。
・労災保険……労働災害にあった場合に給付を行う制度（→201

頁）。労働者に保険料負担なし。

・雇用保険……失業のほか，育児・介護休業の期間に給付を行う

制度。その他さまざまな雇用政策に関するしくみと関わる

（→258 頁）。

・厚生年金保険……年金制度は，1階部分が国民年金制度，2階

部分が厚生年金制度となっていて，厚生年金保険は労働者の多

くに加入義務がある。老齢・障害・死亡の場合に給付を行う。

加入者の配偶者のうち専業主婦・主夫は，国民年金第 3 号被

保険者となり本人の保険料負担はない。

・健康保険……労働者の多くに加入義務がある。ケガや病気の場

合に給付を行う。加入者に扶養されている者（被扶養者）にも

給付が行われる。

・介護保険……40 歳から 64 歳までの医療保険加入者と 65 歳以

上の者が被保険者となる。介護が必要となったときにサービス

を受けられる。

　社会保険や税金のしくみは人々の就労行動に大きな影響を与えま
す。収入が増えることにより社会保険料の支払や税金の負担が増え
るといういわゆる「年収の壁」問題（→スポットライト「『年収の
壁』」）や，年金の支給開始年齢（→256 頁），退職金の税制面での扱
いなどが代表例です。本書では十分に取り上げられませんが，みな
さんと一緒に考えていきたい問題です。
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 1　 さまざまなルール 
─労働条件の決まり方

 2　就活する／入社する

 3　みんなそれぞれ尊重される

 4　賃金をもらう

 5　仕事の時間

 6　仕事をしない時間

 7　安全に健康に働く

 8　変更される／処分を受ける

 9　会社をやめる

10　再び仕事につく

Ⅲ
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　今日も疲れた。帰り間際に発生したアクシデントの対処に時間がか

かり，予定より 30 分帰宅スケジュールが遅れてしまった。しかも今

日の訪問介護先は，訪問エリアぎりぎりのところで，行きでも電動自

転車をとばして 20 分かかった。帰りは上り坂が多いから，スーパー

まで 25 分くらいかかる。電動自転車の充電，もつかな，と思いなが

らとばしていると，充電ランプが 1つ消えた。「あ ー゙」。ため息か叫

びかわからない音が口から出た。運転モードを節約モードに変える。

　なんとか閉店ぎりぎりにスーパーにすべり込むことができた。でも

特売品や「半額」「30％引き」の黄と赤の丸いシールが貼ってあるお

惣菜はもうほとんどない。

　介護の仕事にはもちろん大きなやりがいを感じるが，肉体的にだけ

でなく精神的な負担も─同じくらいかもっと大きく─感じる。シ

フトを入れていない時間帯にも上司から依頼を受けると訪問先に行か

ざるをえない。新しくできた会社で働き始めて 1 年近くたつが，

日々の疲労を解消する手だてを見つけられずにいる。

　こんなに大変なのに，もらえるお給料は時給だけだと 1200 円。最

低賃金の引上げにあわせて時給もアップしたが，ここのところの物価

の上昇はそれ以上なので，生活はきつくなってきている。出産前に働

いていた仕事はデスクワークだったが，正社員だったのでお給料で困

ることもなかった。介護は社会的に貢献度の高い仕事なのに，その賃

金が低いというのが─仕事に就く前からわかっていたこととはいえ

─腑に落ちない。

　安くなったお惣菜と明日の食材と牛乳と缶ビール 6 本パックを買

い物かごに入れてレジに向かう。レジ前の列に並びながら iPay アプ

リを起動させる。今の会社では経費の精算に iPay のサービスを使っ

ていて，この春から給料の支払にもアプリ振込の利用を始めた。アプ
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リ振込の利用は強制ではないと会社に言われていたが，クレジットカ

ードが使えないところでもスマホ決済は対応しているところがあるし，

仕事をしていると銀行に行くのも億劫なので，給料のアプリ振込を利

用している。

　センサーにスマホをかざすと「チャリン」と音が鳴った。決済と同

時にポイントが付いたのがわかる。この瞬間，ちょっとうれしい。

　外に出て，荷物を電動自転車の前かごに詰め込む。つい予定より買

い込んだせいで前かごが重く，ふらつく。こけないように気をつけな

がらペダルを踏み込む。「え ー゙」。電動自転車の充電ランプがまた 1

つ消えた。

　労働契約が成立しているといえるためには「使用者が……賃金を
支払うことについて，労働者及び使用者が合意」していることが必
要とされていて（労契法 6条），賃金は労働契約関係の本質的要素で
す。本章の主役はこの「賃金」です。
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　正社員として働く人の給与明細書には，「基本給」，「残業手当」
という項目が置かれていることが多くみられます。
　「基本給」は，賃金の主たる構成部分となりますが，何が基本給
の算定基準とされ，それがどのように反映されるかは，各企業でさ
まざまです。職能資格（→219 頁）や勤続年数などを基準に定めら
れることもありますし，成果や業績が基準となる（または職能資格
などと併用する）場合もあります。
　「残業手当」は，所定労働時間（就業規則で通常働く時間として定
められた時間）を超えて働いた場合に支払われる賃金です。「残業手
当」も「基本給」と同様に法律で定義づけられている概念ではあり
ません。「残業手当」は，法定労働時間を超えた場合に支払われる
時間外割増賃金（労基法 37 条。→155 頁）と同じ概念ではないこと
に注意しましょう。
　さて，これらの給与明細書に記載されている賃金は，どのような
場合にその請求権が発生しているのでしょうか。また，使用者は，
いかなる場合に賃金支払義務を負うでしょうか。本章ではまずこの
点をみます。そのうえで，賃金に関して，労働法はどのような保護
をしているか，その保護のしくみについてみていきましょう。

（1）　賃金請求権

働いていなくても賃金請求権が発生する場合はあるのでしょうか。確
認してみましょう。

　労働契約をベースとして賃金請求権が発生する場面としては，以
下があげられます 1）。
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1）　このほか，最賃法により，最低賃金額に達するまでの賃金請求権が認められま
す（4 条 1 項。→147 頁）。なお，割増賃金請求権（労基法 37 条）については
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（ア）　現実の労働

　民法では，労働者は，その約した労働を終わった後でなければ，
報酬を請求することはできない，と定められています（624 条 1 項）。
このことから，現実の労働がなされた後に賃金請求権が発生し後払
いが原則となります（このことは，ノーワーク・ノーペイ〔ワークが
なければ，ペイはない〕の原則ともいわれます）。
（イ）　合意

　ただし，ノーワーク・ノーペイの原則はあくまで原則でしかあり
ません。労使間の合意により，上記以外のタイミングで賃金請求権
を発生させることや後払い以外の支払方法も認められます。
　また，賃金の支払時期だけでなく，現実の労働がなくても賃金を
支払うことも，合意によって定めることが可能です。
　このほか，各種手当や賞与（ボーナス），退職金なども，労使の
合意により定められます（賞与や退職金の制度を設けることは法律で
義務づけられてはいません）。
■賞与

　賞与に関しては，賞与算定の基準期間（たとえば 11 月～4 月）に
後れて支給日（たとえば 6月 10 日）が設定され，支給日に在籍して
いなければ賞与は支給しないという，いわゆる支給日在籍条項の有
効性が争われることがあります。
　この問題については，①労基法上の問題と，②民法上許容される
か，に分けて考えることができます。
　①たとえば賞与請求権が基準期間満了時に発生すると構成できる
場合，支給日前に退職したことにより賞与が支払われなければ，賃
金全額払いの原則（労基法 24 条。→141 頁）に抵触することになり
ますが，支給日に賞与請求権が発生すると構成されるのが一般的で
しょう。この場合には，労基法 24 条違反の問題にはなりません。
　②そうであったとしても，当該取扱いが公序良俗に反するもので
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あってはなりません（民法 90 条）。具体的事情を勘案して判断する
ことになりますが，定年年齢到達など労働者が退職時期を選択でき
ないような場合には支給日在籍条項を適用すべきではないと思われ
ます。
■退職金

　懲戒解雇事由が認められる場合や競業避止義務違反があった場合
につき，退職金の減額や不支給が定められることがあります。この
有効性についても，①労基法上の問題と，②民法上許容されるか，
に分けて考えることができます。
　①退職金請求権が，たとえば，各年度末に発生しそれが蓄積され
るのではなく，退職金算定時に発生すると考えられる場合，退職時
に最終的に算出された額の退職金請求権が発生する（または発生し
ない）と考えられるので，全額払い原則（労基法 24 条）違反の問題
は出てきません。
　②しかし，退職金算定にあたってその算定ポイントが各年度末で
発生するような場合には，賃金の後払い的であるともいえ，その減
額・不支給は労基法 24 条違反とまではいえないとしても合理性が
ない，と判断されることもありうるでしょう。
　裁判例には，懲戒解雇処分に基づく退職金不支給のケースにつき，
・退職金の支給制限規定は，退職金の功労報償的な性格に由来す

るものであるが，他方で賃金の後払い的性格を有し，

・退職金全額を不支給とするには，それが当該労働者の永年の勤

続の功を抹消してしまうほどの重大な不信行為があることが必

要であり，

・非違行為が強度な背信性を有するとまではいえない場合，当該

不信行為の具体的内容と被解雇者の勤続の功などの個別的事情

に応じ，退職金のうち一定割合を支給すべきであり，本件条項

はその限りで合理性を持つ
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として，当該事案において支給されるべき退職金は，本来の退職金
の 3割であるとしたもの 2）があります。
　なお，退職金については，このほか，自己都合退職の場合には退
職金が減額される取扱いがなされることが少なくなく，従来の厚生
労働省「モデル就業規則」 （拘束力はありませんがこれを参考に就

業規則を策定する企業は少なくないでしょう）にもそれに類する規定
が置かれていましたが，2023 年 7 月の改定で削除されました。
（ウ）　危険負担

　たとえば，シフト（→スポットライト「シフト制」）が入っていた
のでバイトに行ったら，オーナーの都合でお店が閉まっていたとい
う場合，シフトが入ったので，他の用事を入れずにバイトに行った
のに，働けなかったから賃金をもらえない，というのであれば，働
くほうとしても納得がいかない場合が多いのではないでしょうか。
　こうした場面（当事者のどちらがリスクを負担するか〔危険負担〕が
問題になっています）に関しては，民法 536 条 2 項が参照されるこ
とになります。同項は，「債権者〔ここでは使用者〕の責めに帰すべ
き事由〔帰責事由〕によって債務〔労働債務〕を履行することがで
きなくなったときは，債権者〔使用者〕は，反対給付の履行〔賃金
の支払〕を拒むことができない」と定めていて，使用者の帰責事由
により，労働者が働けなくなったという場合には，労働者に賃金請
求権が認められます。使用者に同項の帰責事由が認められる代表的
な例としては，解雇が無効だったときがあげられます。
　また同項は，「債権者〔使用者〕の責めに帰すべき事由によって」
と定めていますので，同項により賃金請求権が認められるためには，
労働者が働けなくなったこと（履行不能）が，使用者の帰責事由に
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よるといえることが必要となり，その前提として，労働者側が働け
る状態にあったことが必要となります。したがって，かぜをひいて
出社していなかったという場合には，働ける状態にはなかったので，
賃金請求権は認められません。
　それでは，労働者が，私傷病などの理由でこれまで従事していた
業務ができなくなった場合に，使用者が当該労働者を働かせなかっ
たケースはどうでしょうか。
　この点について，片山組事件最高裁判決 3）は，「労働者が職種や
業務内容を特定せずに労働契約を締結した場合においては，現に就
業を命じられた特定の業務について労務の提供が十全にはできない
としても，〔①〕その能力，経験，地位，当該企業の規模，業種，
当該企業における労働者の配置・異動の実情及び難易等に照らして
当該労働者が配置される現実的可能性があると認められる他の業務
について労務の提供をすることができ，かつ，〔②〕その提供を申
し出ているならば，なお債務の本旨に従った履行の提供があると解
するのが相当である」と判示しています。同判決は，このように解
さないと，現に就業を命じられている業務（たとえば，現場作業か
事務作業か）によって，労務の提供が債務の本旨に従ったものにな
るか否か，また，その結果，賃金請求権を取得するか否かが左右さ
れることになり不合理である，と述べます。したがって，上記の場
合において①②の事情が認められるにもかかわらず，使用者が労働
者を働かせなかった場合には，使用者の帰責事由による履行不能と
いえ，労働者には賃金請求権が認められます。
　なお，片山組事件最高裁判決は，「職種や業務内容を特定せずに
労働契約を締結した場合」について上記の判断をしています。した
がって，労働契約上，職種や業務内容が特定されている場合には，
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同判決で提示された枠組みが当然にそのまま適用されることにはな
らないでしょう。

　使用者が労働者による労務の受領を拒否して労働者が労務の履行を

行うことができなくなった場合，前述のように，それが使用者の帰責

事由によるときには，労働者には賃金請求権が認められます。

　このように賃金請求権が認められたとしても，労働者が「自分は賃

金をもらうだけでは満足できない。そこで働くことが重要なんだ！」

と主張して，使用者に対して就労を求めることはできるでしょうか。

これは，「就労請求権」の問題として議論されています。

　この点については，ある裁判例 4）は，「労働契約においては，労働

者は使用者の指揮命令に従つて一定の労務を提供する義務を負担し，

使用者はこれに対して一定の賃金を支払う義務を負担するのが，その

最も基本的な法律関係であるから，労働者の就労請求権について
〔①〕労働契約等に特別の定めがある場合又は〔②〕業務の性質上労

働者が労務の提供について特別の合理的な利益を有する場合を除いて， 

一般的には労働者は就労請求権を有するものでないと解するのを相当

とする」と判断して，就労請求権を原則否定する立場に立っています。

　ただしこの決定も，「〔①〕労働契約等に特別の定めがある場合」と

「〔②〕業務の性質上労働者が労務の提供について特別の合理的な利益

を有する場合」については就労請求権が認められうることを示してい

ます。したがって，個別の契約において就労請求権を認めるような合

意がなされた場合や，就労し続けること自体が労働者のキャリアにお

いて本質的な意義を有するような場合（たとえば，レストランのシェ

フの場合にはそのように言えるケースもありそうです）には，就労請求

権は認められうることになりそうです 5）。

就労請求権スポット
ライト
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プロローグ　　301

おわりに

　学校を卒業してなんとなく入った働く世界。そのなかで，本当の自
分はここにいるはずじゃない，とか，どうしてこんなに大変な思いを
しなきゃいけないのか，と思うこともあるかもしれません。
　また，働く場面ではないところでも，うまくいかなかったり，悩み
を抱えたりすることもあるでしょう。もちろん，私もその 1人です。
　でもそうして生きるなかで，充実感が現れることも，やさしさに包
まれるように感じることもあるのではないでしょうか。

　本書は，こうした働く世界に生きる人たちの心の声に耳をすませつ
つ，働く世界のしくみやルールを知ってもらうことで，みなさんが互
いに安心して明日を生きるためのサポートになれば，という気持ちで
執筆したものです（さらに，みなさんの会話の中に「これから労働法は
どうなっていくんだろう」といったトピックを加えてもらうこと，そし

て，その会話に私も参加することも，本書の隠れた目的です）。

　本書の刊行に至るまで，とても多くのみなさんに支えていただきま
した。感謝の気持ちでいっぱいです。
　平成国際大学専任講師の小林大祐さんには，本書の原稿を丁寧に読
んでいただきました。いただいたコメントは，働く世界を見つめなお
す貴重なものでした。
　有斐閣の三宅亜紗美さんには，マウンドで立ちすくむピッチャーに
駆け寄る内野手全員の笑顔くらい，励ましとサポートをいただきまし
た。
　本書が，これまで支えていただいた方々には及びませんが，働く世
界で生きるみなさんのサポートに少しでもなれれば，これほどうれし
いことはありません。

　それではみなさん，
　A domani!

2024 年 3月

小西康之
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